
（資料４）

分科会の設置について（案）

市町村と府の税業務共同化（徴収の一体化、課税の一体化）を図る上で必要な事項

及び共同化の事務処理手順や課題等について具体的に検討するため、府・市町村行財

政連携推進会議 以下 推進会議 という の 税の共同徴収等に係る専門部会 以趣旨等 （ 「 」 。） 「 」（

下「専門部会」という ）に分科会を設置する。。

これに伴い専門部会の構成を、これまでの１１団体から１６団体程度に拡充する。

次の３分科会を設置する。

名称 所管事項 論点・課題等

・徴収金配分ルール等具体的な事務処理の整理

徴収の共同化 ・共同化業務の整理と役割分担徴収

・電算運用前に実施可能な業務とその実施

・税目毎の共同化業務の整理と役割分担

課税の共同化 ・税目毎の業務の標準化所管事項 課税

・電算運用前に実施可能な業務とその実施

（ ）・電算システム ・共同化に必要な電算システム 徴収･収納･課税

の構築と運用 の開発、運用、費用積算電算システ

・組織体制、費 ・組織体制、職員派遣、費用負担等ム等

用負担

なお、必要に応じて新たな分科会を設置できるものとする。

各分科会（定数７～８名）は、次に掲げる者により構成する。

・京都府職員（総務部税務課・地方課・総務調整課及び府税公所）

・府内市町村の税務職員等（地域・規模等を考慮。各分科会に５名程度）構成

・市長会及び町村会の事務局職員

各分科会に進行役を置き、京都府職員が担当する。

平成１８年１２月上旬までに分科会メンバーを選任する。

第１回の分科会は同年１２月中に開催し、概ね月１～２回程度開催予定。

分科会の検討経過等は推進会議に報告する。検討日程 

なお、重要事項は専門部会（分科会メンバー全員で構成）で検討する。

平成１９年３月末までに「中間まとめ」を作成し、推進会議に報告する。

これまでの専門部会

・ １０市町と京都府で構成（税務主管課長等が出席）備考

・ 事務局 京都府総務部税務課


